
静岡県人事委員会は、職員の給与に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

令和４年12月９日

静岡県人事委員会委員長 小 川 良 昭

静岡県人事委員会規則７－1261

職員の給与に関する規則の一部を改正する規則

職員の給与に関する規則（静岡県人事委員会規則７－25）の一部を次のように改正する。

改正前 改正後

（再任用短時間勤務職員等の給料月額の端数

計算）

第21条の５ 次の各号に掲げる職員（以下「再

任用短時間勤務職員等」という。）について、

当該各号に定める規定による給料月額に１円

未満の端数があるときは、その端数を切り捨

てた額をもつて当該職員の給料月額とする。

(1) 地方公務員法第28条の４第１項又は第28

条の５第１項の規定により採用された職員

で同項に規定する短時間勤務の職を占める

もの（以下「再任用短時間勤務職員」とい

う。） 給与条例第５条の２第２項、教職員

給与条例第６条の２第２項又は警察職員給

与条例第６条の２第２項

(2)・(3) （略）

（給料の調整額の支給）

第24条 （略）

２ 職員の給料の調整額は、当該職員に適用さ

れる給料表及び職務の級に応じて別表第12の

２に定める給料の調整額の調整基本額表に掲

げる調整基本額（その額が給料月額（給与条

例附則第５項、教職員給与条例附則第５項又

は警察職員給与条例附則第８項（以下「給与

条例附則第５項等」という。）に定める率を乗

じる前の額とする。）の100分の4.5を超えると

きは、給料月額（給与条例附則第５項等に定

める率を乗じる前の額とする。）の100分の4.5

に相当する額とし、その額に１円未満の端数

（定年前再任用短時間勤務職員等の給料月額

の端数計算）

第21条の５ 次の各号に掲げる職員（以下「定

年前再任用短時間勤務職員等」という。）につ

いて、当該各号に定める規定による給料月額

に１円未満の端数があるときは、その端数を

切り捨てた額をもつて当該職員の給料月額と

する。

(1) 地方公務員法第22条の４第３項に規定す

る定年前再任用短時間勤務職員（以下「定

年前再任用短時間勤務職員」という。） 給

与条例第５条の２、教職員給与条例第６条

の２又は警察職員給与条例第６条の２

(2)・(3) （略）

（給料の調整額の支給）

第24条 （略）

２ 職員（次項に掲げる職員を除く｡)の給料の

調整額は、調整基本額にその者に係る給料の

調整額の適用区分表の調整数欄に掲げる調整

数を乗じて得た額とする。



があるときは、その端数を切り捨てた額とす

る。）にその者に係る給料の調整額の適用区分

表の調整数欄に掲げる調整数を乗じて得た額

（再任用短時間勤務職員にあつてはその額に

職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例

（平成７年静岡県条例第８号。以下「勤務時

間条例」という。）第２条第３項の規定により

定められたその者の勤務時間を同条第１項に

規定する勤務時間で除して得た数を、育児短

時間勤務職員等にあつてはその額に勤務時間

条例第２条第２項の規定により定められたそ

の者の勤務時間を同条第１項に規定する勤務

時間で除して得た数を、任期付短時間勤務職

員にあつてはその額に勤務時間条例第２条第

４項の規定により定められたその者の勤務時

間を同条第１項に規定する勤務時間で除して

得た数をそれぞれ乗じて得た額とし、その額

に１円未満の端数があるときは、その端数を

切り捨てた額とする。）とする。ただし、その

額が給料月額の100分の25を超えるときは、給

料月額の100分の25に相当する額（その額に１

円未満の端数があるときは、その端数を切り

捨てた額）とする。

３ 次の各号に掲げる職員の給料の調整額は、

調整基本額にその者に係る給料の調整額の適

用区分表の調整数欄に掲げる調整数を乗じて

得た額に、当該各号に定める数を乗じて得た

額とする。

(1) 定年前再任用短時間勤務職員 職員の勤

務時間、休日、休暇等に関する条例（平成

７年静岡県条例第８号。以下「勤務時間条

例」という。）第２条第３項の規定により定

められたその者の勤務時間を同条第１項に

規定する勤務時間で除して得た数

(2) 育児短時間勤務職員等 勤務時間条例第

２条第２項の規定により定められたその者



の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時

間で除して得た数

(3) 任期付短時間勤務職員 勤務時間条例第

２条第４項の規定により定められたその者

の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時

間で除して得た数

４ 前２項に規定する調整基本額は、次の各号

に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定め

る額（その額が給料月額（給与条例附則第５

項、教職員給与条例附則第５項又は警察職員

給与条例附則第８項（以下「給与条例附則第

５項等」という｡)に定める率を乗じる前の

額）（前項各号に掲げる職員にあつては、そ

の者に適用される給料表並びにその職務の級

及び号給に応じた額。以下この項において同

じ。）の100分の4.5を超えるときは、給料月額

（給与条例附則第５項等に定める率を乗じる

前の額とする。）の100分の4.5に相当する額）

とする。

(1) 次号に掲げる職員以外の職員 当該職員

に適用される給料表及び職務の級に応じた

別表第12の２に掲げる額

(2) 前項第１号に掲げる職員 当該職員に適

用される給料表及び職務の級に応じた別表

第12の３に掲げる額

５ 第２項及び第３項の規定にかかわらず、こ

れらの規定による給料の調整額が給料月額の

100分の25を超えるときは、給料月額の100分

の25に相当する額を給料の調整額とする。

（端数計算）

第24条の２ 前条第２項、第３項及び第５項の

規定による給料の調整額並びに同条第４項に

規定する調整基本額に１円未満の端数がある

ときは、それぞれその端数を切り捨てた額を

もつて、これらの規定の額とする。

（給与条例附則第14項等の規定の適用を受け



（扶養手当に係る行政職給料表の９級以上の

職員に相当する職員）

第24条の２ （略）

（時間外勤務手当、休日勤務手当及び夜間勤

務手当の支給）

第27条 （略）

２・３ （略）

る職員の給料の調整額）

第24条の３ 給与条例附則第14項、教職員給与

条例附則第14項又は警察職員給与条例附則第

15項（同条例附則第16項の規定により読み替

えて適用する場合を含む。）の規定の適用を受

ける職員に対する第24条第４項の規定の適用

については、当分の間、同項各号列記以外の

部分中「給料月額（給与条例附則第５項、教

職員給与条例附則第５項又は警察職員給与条

例附則第８項（以下「給与条例附則第５項

等」という。）に定める率を乗じる前の額）」

とあるのは「給料月額（100分の101.89を乗じ

る前の額に100分の70を乗じて得た額（その額

に１円未満の端数があるときは、その端数を

切り捨てた額））」と、「応じた額」とある

のは「応じた額に100分の70を乗じて得た額

（その額に１円未満の端数があるときは、そ

の端数を切り捨てた額）」と、「給料月額

（給与条例附則第５項等に定める率を乗じる

前の額とする｡）」とあるのは「給料月額（100

分の101.89を乗じる前の額に100分の70を乗じ

て得た額（その額に１円未満の端数があると

きは、その端数を切り捨てた額）とする｡)」

と、同項第１号中「掲げる額」とあるのは

「掲げる額に100分の70を乗じて得た額（その

額に、50円未満の端数を生じたときはこれを

切り捨て、50円以上100円未満の端数を生じた

ときはこれを100円に切り上げた額）」とす

る。

（扶養手当に係る行政職給料表の９級以上の

職員に相当する職員）

第24条の４ （略）

（時間外勤務手当、休日勤務手当及び夜間勤

務手当の支給）

第27条 （略）

２・３ （略）



備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。

別表第12の２の次に次の１表を加える。

４ 給与条例第14条第３項、教職員給与条例第

15条第３項及び警察職員給与条例第14条第３

項（以下「給与条例第14条第３項等」とい

う。）の人事委員会規則で定める時間は、再任

用短時間勤務職員等が、勤務時間条例第５条

の規定により割振り変更前の正規の勤務時間

を超えて勤務した時間のうち、その勤務した

時間と割振り変更前の正規の勤務時間との合

計が38時間45分に達するまでの時間とする。

５ （略）

６ 給与条例第14条第４項等の人事委員会規則

で定める時間は、再任用短時間勤務職員等

が、勤務時間条例第５条の規定により割振り

変更前の正規の勤務時間を超えて勤務した時

間のうち、その勤務した時間と割振り変更前

の正規の勤務時間との合計が38時間45分に達

するまでの時間とする。

７～12 （略）

附 則

９ （略）

４ 給与条例第14条第３項、教職員給与条例第

15条第３項及び警察職員給与条例第14条第３

項（以下「給与条例第14条第３項等」とい

う。）の人事委員会規則で定める時間は、定年

前再任用短時間勤務職員等が、勤務時間条例

第５条の規定により割振り変更前の正規の勤

務時間を超えて勤務した時間のうち、その勤

務した時間と割振り変更前の正規の勤務時間

との合計が38時間45分に達するまでの時間と

する。

５ （略）

６ 給与条例第14条第４項等の人事委員会規則

で定める時間は、定年前再任用短時間勤務職

員等が、勤務時間条例第５条の規定により割

振り変更前の正規の勤務時間を超えて勤務し

た時間のうち、その勤務した時間と割振り変

更前の正規の勤務時間との合計が38時間45分

に達するまでの時間とする。

７～12 （略）

附 則

９ （略）

10 職員の分限に関する条例（昭和28年静岡県

条例第33号）附則第３項の規定により、任命

権者は、給与条例附則第14項、教職員給与条

例附則第14項又は警察職員給与条例附則第15

項（同条例附則第16項の規定により読み替え

て適用する場合を含む｡)の規定の適用により

職員の給料月額が異動することとなつた場合

には、当該職員に文書によりその旨を通知す

るものとする。ただし、文書の交付によらな

いことを適当と認める場合には、適当な方法

をもつて文書の交付に代えることができる。



別表第12の３ 給料の調整額の調整基本額表（第24条関係）

ア 行政職給料表

イ 医療職給料表(2)

ウ 医療職給料表(3)

エ 福祉職給料表

職務の級 調整基本額

１級 5,600 円

２級 6,500 円

３級 7,700 円

４級 8,200 円

５級 8,700 円

６級 9,500 円

７級 10,700 円

８級 11,700 円

９級 13,200 円

10 級 15,600 円

職務の級 調整基本額

１級 5,700 円

２級 6,500 円

３級 7,300 円

４級 7,700 円

５級 8,500 円

６級 9,700 円

７級 11,000 円

職務の級 調整基本額

１級 7,100 円

２級 7,700 円

３級 7,900 円

４級 8,200 円

５級 8,700 円

６級 9,800 円

７級 11,100 円

職務の級 調整基本額

１級 6,000 円



オ 高等学校等教育職給料表

カ 中学校小学校教育職給料表

キ 公安職給料表

２級 7,200 円

３級 7,700 円

４級 8,700 円

５級 9,500 円

６級 10,700 円

職務の級 調整基本額

１級 7,000 円

２級 8,200 円

３級 9,900 円（教職員給与条例別表第２の備考

２に定める職員にあつては、10,200 円）

４級 12,500 円

職務の級 調整基本額

１級 6,800 円

２級 8,100 円

特２級 8,900 円

３級 9,700 円（教職員給与条例別表第３の備考

２に定める職員にあつては、10,000 円）

４級 12,200 円

職務の級 調整基本額

１級 7,200 円

２級 7,600 円

３級 7,700 円

４級 8,700 円

５級 9,200 円

６級 9,600 円

７級 10,300 円

８級 11,300 円

９級 12,300 円

10 級 13,600 円



附 則

（施行期日）

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例（令和４年静岡県条例第

39号。以下「令和４年改正条例」という。）附則第３条第４項に規定する暫定再任用職員（同条例附則第10

条第１項に規定する暫定再任用短時間勤務職員（以下「暫定再任用短時間勤務職員」という｡)を除く｡)

は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、第24条第４項の規定を適用する。

３ 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、第21条の５、第24条第３項及

び第４項並びに第27条第４項及び第６項の規定を適用する。

４ 前２項に規定するもののほか、令和４年改正条例附則第３条第４項に規定する暫定再任用職員に対する

給料の調整額に関し必要な経過措置については、人事委員会が別に定める。


